
国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 18,620 1.6% -2.2% -2.6%
東証株価指数（TOPIX） 1,488 2.0 -2.7 -2.0
東証REIT指数 1,749 1.3 -2.3 -5.7
米ダウ平均株価 20,547 0.5 -0.5 4.0
米S&P500指数 2,348 0.8 0.0 4.9
米MSCI REIT指数 1,179 0.9 4.0 2.8
MSCI ワールド（先進国） 1,842 0.5 0.0 5.2
MSCI AC欧州 421 -0.1 -0.3 5.4
MSCI エマージング 961 0.1 -0.5 11.5
MSCI ACアジア（日本を除く） 582 -0.1 0.0 13.3
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 109.09 0.4% -1.9% -6.7%
ユーロ 116.94 1.4 -2.6 -4.9
豪ドル 82.30 0.0 -3.6 -2.3
ニュージーランド・ドル 76.55 0.7 -2.2 -5.5
ブラジル・レアル 34.67 0.3 -3.7 -3.5
メキシコ・ペソ 5.80 -1.0 -0.7 2.8
トルコ・リラ 30.04 4.4 -2.2 -10.2
南アフリカ・ランド 8.31 2.8 -6.1 -2.6
中国人民元 15.84 0.5 -1.9 -5.8
インドネシア・ルピア (x100) 0.82 0.1 -1.8 -5.6
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.25 0.01 -0.16 -0.20
ドイツ10年 0.25 0.07 -0.16 0.05
日本10年 0.02 0.01 -0.05 -0.03
ブラジル2年 9.50 -0.05 -0.04 -1.53
メキシコ2年 6.84 -0.01 0.04 0.05
トルコ2年 11.15 -0.31 -0.43 0.52
インドネシア2年 6.60 0.02 -0.11 -0.87
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,289 0.0% 2.9% 11.9%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 49 -6.7% 3.3% -7.6%
VIXボラティリティ指数 14.0 -8.3% 14.2% 4.2%
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日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年5月1日~2017年4月21日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年5月1日~2017年4月21日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年5月1日~2017年4月21日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 4月17日    中国：17年1-3月期実質GDP成長率（前年比）、 
                  実績+6.9%、前期実績+6.8% 
• 4月20日 インドネシア：中央銀行政策会合、市場予想通り据え置き 
• 4月21日 米国：4月製造業PMI、実績52.8、前月実績53.3 
Q. 先週の日本株式市場の動きは？ 
日経平均株価は、週間ベースで、6週間ぶりに上昇。20日にムニューシン
米財務長官が、「かなり早期に大規模な税制改革を打ち出せる」と発言し、
円安が進んだことなどが背景。 
Q. 今週の主なイベントは？ 
• 4月26日    トルコ：金融政策決定会合、市場予想据え置き 
• 4月26日    米国：トランプ政権の税制改革案の詳細が公表される予定 
• 4月26-27日   日本：金融政策決定会合、市場予想据え置き 
• 4月27日    欧州：欧州中央銀行（ECB）理事会、市場予想据え置き 
• 4月28日    ロシア：金融政策決定会合、市場予想0.25%利下げ 
• 4月28日        米国：17年1-3月期実質GDP成長率（前期比年率） 
           市場予想+1.1%、前期実績+2.1% 
• 4月28日        米国：暫定予算の期限切れ 
Q. 為替市場の見通しを踏まえた投資戦略は？ 
【足元の為替相場の動向】 先週の日米経済対話やG20財務相・中央銀行
総裁会議をきっかけとした円高は見られなかった。また、足元では、23日に
実施されたフランス大統領選挙（第1回投票）の結果を受け、円は対ユーロ
ならびに対ドルで下落している。ただし、引き続き、日米間の通商問題や欧
州の政治リスクから生じる円高には警戒が必要と考えるほか、今週は以下
で記述する地政学リスクにも注意したい。 
【地政学リスク】 トランプ米政権が北朝鮮に対して強硬姿勢を強める中、25
日の『朝鮮人民軍創建85周年』前後に、北朝鮮が核実験を実施する可能性
や弾道ミサイルを発射する可能性が指摘されていることから、足元では『有
事の円高』のリスクが高まっていると考える。下図の通り、過去、日本に有
事が発生した際には、日本企業が貿易黒字や経常黒字で貯め込んだ外貨
建て資金を還流させたこと（レパトリ）などが影響し、円高が進行した。 
【投資戦略】 フランス大統領選挙の決選投票（5月7日）の動向が予断を許
さず、北朝鮮問題をはじめとする地政学リスクが高まる中では、円高による
外貨建て資産の価値の目減りを防ぐための、為替ヘッジが有効と考える。 
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阪神淡路大震災（1995年1月17日） 
ドル・円、期間は94年1月～95年12月 

東日本大震災（2011年3月11日） 
ドル・円、期間は10年1月～11年12月 

円高・ドル安 

円高・ドル安 



出所： Bloomberg, J.P. Morgan Asset Management 
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